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第１　経済センサスー活動調査の概要

１　調査の目的

経済センサス－活動調査は、全産業分野の売上（収入）金額や費用などの経理項目を同一時点

で網羅的に把握し、我が国における事業所・企業の経済活動を全国的及び地域的に明らかにする

とともに、事業所及び企業を対象とした各種統計調査の母集団資料を得ることを目的とする。

２　調査の根拠

統計法（平成１９年法律第５３号）に基づく「基幹統計調査」として実施している。

３　調査日

令和３年６月１日。調査事項のうち売上（収入）金額、費用等の経理事項は、令和２年１年間

の値を把握している。

 　
４　調査対象

日本標準産業分類（平成２５年総務省告示第４０５号）に掲げる産業に属する事業所のうち、

　以下に掲げる事業所並びに国及び地方公共団体の事業所を除くすべての事業所を対象としている。

　①　大分類Ａ－「農業，林業」に属する個人経営の事業所

　②　大分類Ｂ－「漁業」に属する個人経営の事業所

　③　大分類Ｎ－「生活関連サービス業，娯楽業」のうち、小分類７９２－「家事サービス業」に

　　　　　　　　属する事業所

　④　大分類Ｒ－「サービス業（他に分類されないもの）」のうち、中分類９６－「外国公務」に

　　　　　　　　属する事業所

５　商業統計調査との比較

「商業統計調査」との時系列比較を行うため、「令和３年経済センサス－活動調査（以下「セ

ンサス」という）の調査結果のうち、卸売業・小売業の事業所について集計した。

なお、センサスと商業統計はそれぞれ調査方法が異なることから、厳密には商業統計の数値と

連結しない部分があり、数値を比較する場合には注意が必要である。

６　調査方法

ア　調査員調査

都道府県知事が任命した統計調査員が事業所に調査票を配布し、インターネットによる回答

又は調査員が記入済みの調査票を回収する方法により行う。

イ　直轄調査

独立行政法人統計センター及び国が一括して契約する民間事業者が調査票の配布・回収を行

い、本社一括回答する際の報告者である本所事業所、特定の単独事業所及び外国の会社の事

業所がインターネットによる回答又は郵送で回答する方法により行う。

７　調査事項　

ア　産業共通の基本的事項

名称、所在地、経営組織、開設時期、従業者数、主な事業内容、売上高、経理事項等

イ　卸売業・小売業の特性事項

事業所の売上（収入）金額、事業別売上（収入）金額、年間商品販売額、小売販売額の商品

販売形態別割合、セルフサービス方式の採用、売場面積、営業時間、店舗形態等
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第２　主な用語の解説

１　事業所　

経済活動が行われている場所ごとの単位で、原則として次の用件を備えているものをいう。

（1） 一定の場所（１区画）を占めて、単一の経営主体のもとで経済活動が行われていること。

（2） 従業者と設備を有して、物の生産や販売、サービスの提供が継続的に行われていること。

 　　
２　卸売業

主として次の業務を行う事業所をいう。

（1） 小売業者又は他の卸売業者に商品を販売する事業所

（2） 産業用使用者（建設業、製造業、運輸業、飲食店、宿泊業、病院、学校、官公庁等）に

    業務用として商品を大量又は多額に販売する事業所

（3） 主として業務用に使用される商品 ［事務用機械及び家具、病院・美容院・レストラン・

ホテルなどの設備、産業用機械（農業用器具を除く）、建設材料など］を販売する事業所

（4） 製造業の会社が、別の場所で経営している自己製品の卸売事業所（主として管理事務の

    みを行っている事業所を除く）

例えば、家電メーカーの支店、営業所が自己製品を問屋などに販売している場合、その

支店、営業所は卸売事業所となる。

（5） 商品を卸売し、かつ、同種商品の修理を行う事業所

　　　　 修理料収入の方が多くても、同種商品を販売している場合は修理業とせず卸売業とする。

（6） 主として手数料を得て他の事業所のために商品の売買の代理又は仲立を行う事業所（代

　　理商、仲立業）。代理商，仲立業には、一般的に買継商、仲買人、農産物集荷業と呼ばれ

　　ている事業所が含まれる。

３　小売業

主として次の業務を行う事業所をいう。

（1） 個人（個人経営の農林漁家への販売を含む）又は家庭用消費のために商品を販売する事

　　業所

（2） 産業用使用者に少量又は小額に商品を販売する事業所

（3） 商品を販売し、かつ、同種商品の修理を行う事業所

修理料収入の方が多くても、同種商品を販売している場合は修理業とせず小売業とする。

ただし、修理のみを専業としている事業所は、修理業［大分類Ｒ－サービス業（他に分

　　　類されないもの）］とし、修理のために部品などを取り替えても商品の販売とはしない。

     （4） 製造小売事業所（自店で製造した商品をその場所で個人又は家庭用消費者に販売する事

         業所）。例えば、菓子店、パン屋、弁当屋、豆腐屋、調剤薬局など。商品を製造する事業

         所が店舗を持たずに通信販売により小売している場合は製造業（大分類Ｅ）に分類される。

（5） ガソリンスタンド

（6） 主として無店舗販売を行う事業所（販売する場所そのものは無店舗であっても、商品の

         販売活動を行うための拠点となる事務所などがある訪問販売又は通信・カタログ・イン 

         ターネット販売の事業所）で、主として個人又は家庭用消費者に販売する事業所

（7） 別経営の事業所

　　　   官公庁、会社、工場、団体、遊園地などの中にある売店等で他の事業者によって経営され 

         ている場合は、それぞれ独立した事業所として小売業に分類する。
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４　従業者

調査日現在で、当該事務所に所属して働いている全ての人をいう。したがって、他の会社など

の別経営の事業所へ出向又は派遣している人も含まれる。一方、当該事務所で働いている人で

あっても、他の会社などの別経営の事務所から出向又は、派遣されているなど、当該事務所から

賃金・給与（現物支給を含む）を支給されていない人は従業者に含めない。

（1）「個人業主」とは、個人経営の事業主で、実際にその事業所を経営している人をいう。

（2）「無給の家族従業者」とは、個人業主の家族で賃金・給与を受けず常時従事している人を

　　いう。

（3）「有給役員」とは、法人、団体の役員（常勤、非常勤を問わない）で給与を受けている人

　　をいう。重役や理事などであっても、事務職員、労務職員を兼ねて一定の職務に就き、一

　　般職員と同じ給与規則によって給与を受けている人は、「常用雇用者」に含まれる。

（4）「常用雇用者」とは、事業所に期間を定めずに雇用されている人、又は１か月以上の期間

　　を定めて雇用されている人をいう。

（5）「無期雇用者」とは、（4）のうち雇用契約期間を定めずに雇用されている人をいう。

（6）「有期雇用者（１か月以上）」とは、（4）のうち 1か月以上の雇用期間を定めている人 

    をいう。

（7）「臨時雇用者」とは、(4)以外の雇用者で、１か月未満の期間を定めて雇用されている者 

    又は日々雇用されている人をいう。

５　年間商品販売額（法人組織の事業所のみ）    

令和２年１年間（１月～12月）における当該事業所の有体商品の販売額をいう。したがって、

土地・建物などの不動産及び株券、商品券、プリペイドカード、宝くじ、切手などの有価証券の

販売額は含めない。

６　その他の収入額（法人組織の事業所のみ）    

令和２年１年間（１月～12月）における商品販売に関する修理料及び仲立手数料、製造品出荷

額、飲食部門収入額、サービス業収入額などの商業活動（商品販売）以外の事業による収入額を

合計したもの。

７　売場面積（法人組織の小売業のみ）    

令和３年６月１日現在で、事業所が商品を販売するために実際に使用している売場の延床

面積（食堂・喫茶、屋外展示場、配送所、階段、連絡通路、エレベーター、エスカレーター、休

憩室、洗面所、事務室、倉庫等、また、他に貸している店舗（テナント）分は除く。）をいう。

ただし、牛乳小売業（宅配専門）、自動車小売業（新車・中古）、建具小売業、畳小売業、ガ

ソリンスタンド、新聞小売業（宅配専門）、店頭販売を行っていない事業所（訪問販売、通信・

カタログ販売、インターネット販売等による販売）については売場面積の調査を行っていない。
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第３　利用上の注意

１　本報告書について

本報告書は、日本標準産業分類（平成 25年総務省告示第 405号）に掲げる「大分類Ⅰ－卸売業、

小売業」に格付けされた事業所について、以下のとおり集計した。

(1)概要（表１～表７、表９～10）及び 統計表（第１表～第３表、第５表）

産業大分類「Ⅰ－卸売業、小売業」に格付けされた事業所（調査対象事業所）を全て集計し

ているが年間商品販売額及び売場面積については、数値が得られた事業所について集計した。

(2)概要（表８、表11）及び 統計表（第４表）

産業大分類「Ⅰ－卸売業、小売業」に格付けされた事業所のうち以下の全てに該当する事業

所（集計対象事業所）について集計した。

    ①　管理、補助的経済活動のみを行う事業所ではないこと。

　　②　「事業別売上（収入）金額」の「卸売の商品販売額（代理・仲立手数料を含む）」及

　　　び「小売の商品販売額」を合算したものに金額があり、かつ産業細分類の格付けに必要

　　　な事項の数値が得られた事業所であること。

このため、上記（1）各表と事業所数、従業者数、年間商品販売額は一致しない。なお、売場面

積については、当該調査項目の数値が得られた事業所が同じであることから同値となっている。 

２　事業所の産業の決定方法

事業所を産業分類別に集計するための産業の決定（格付け）方法は、原則として次のとおりで

ある。

(1)取扱商品が単品の場合は商品分類番号５桁のうち上位４桁の分類番号で産業細分類を決定

　 する。

(2)取扱商品が複数の場合は、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）と小売の商品販売額を比

   較し、いずれの販売額が多いかによって卸売業か小売業かを決定する。

(3)産業分類の格付けは、商品分類上位２桁の販売額で分類集計し、その最も大きい上位２桁

によって産業中分類（２桁分類）を決定し、その決定された２桁の番号のうち前記と同様

な方法で上位３桁、上位４桁と順に分類し、産業細分類（４桁分類）を格付けする。
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区       分 事業所数

1,569 11,837 29,562,944 185,051

1,350 10,606 28,733,891 185,051

【上記(1)と(2)の各表における合計の比較】

従業者数
（人）

年間商品販売額
（万円）

売場面積
（㎡）

第４ 調査果の概要（表１から表７、表９）
及び第５ 統計表（第１表から第３表、第５表）

第４ 調査結果の概要（表８、表１１）
及び第５ 統計表（第４表）



３　記号及び注記

　（1） 統計表の「－」は該当数値がないもの及び分母が０のため計算できないもの、「０」及び

　　　「０．０」は四捨五入による単位未満、「△」はマイナスの数値、「Ｘ」は事業所数が１又

　　　は２に関する数値でこれをそのまま掲げると個々の報告者の秘密が漏れるおそれがあるため

　　　秘匿した箇所であるが、事業所数が３以上に関する数値であっても、前後の関係から秘匿の

　　　数値が判明する箇所も同様に秘匿している。　　　

　（2） 各項目の数値は単位未満を四捨五入しているため、掲載した数値を積み上げした場合に

　　　合計と必ずしも一致しない。

　（3） 本報告書は本市が独自で集計し編集したものであるため、国及び福島県が公表する数値と異

なる場合がある。

４　従業者

従業者数は「個人業主」、「無給家族従業者」、「有給役員」及び「常用雇用者」の計であり、

「臨時雇用者」は含めていない。

従業上の地位のうち雇用者の内訳について、「統計調査における労働者の区分等に関するガイ

ドライン（平成 27年５月 19日 各府省統計主管課長等会議申合せ）」に基づき、「正社員、正職

員」、「正社員、正職員以外」から「無期雇用者」、「有期雇用者（１か月以上）」の区分に変

更を行った。

このため、雇用者の内訳については、時系列比較を行うことはできない。 
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第４ 　調査結果の概要

　　　１　概況　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　７

　　　２　事業所数

　　　　（１）産業分類別事業所数　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　９

　　　　（２）従業者規模別事業所数　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１０ 　

　　　３　従業者数

　　　　　産業分類別従業者数　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１１　

 　

　　　４　年間商品販売額　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１２

　　　５　売場面積（小売業のみ）  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１３

　　　６　旧市町村別

　　　　（１）卸売業　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１４

　　　　（２）小売業　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１４

　　　７　県内他市の状況　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１５
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１　概　況

○商業（卸売業・小売業）

・事業所数は1,569事業所で、前回に比べ167事業所（△9.6％）の減少となった。

・従業者数は11,837人で、前回に比べ390人（△3.2％）の減少となった。

・年間商品販売額は2,956億2944万円で、前回に比べ265億7,588万円（△8.2％）の減少となった。

○卸売業

・事業所数は435事業所で、前回に比べ29事業所（△6.3％）の減少となった。

・従業者数は3,013人で、前回に比べ503人（△14.3％）の減少となった。

・年間商品販売額は1,335億2712万円で、前回に比べ273億5,790万円（△17％）の減少となった。

○小売業

・事業所数は1,134事業所で、前回に比べ138事業所（△10.8％）の減少となった。

・従業者数は8,824人で、前回に比べ113人（1.3％）の増加となった。

・年間商品販売額は1,621億232万円で、前回に比べ7億8,202万円（0.5％）の増加となった。

・売場面積（小売業のみ）は185,051㎡で、前回に比べ730㎡（△0.4％）の減少となった。

7

表１　卸売・小売業の推移

事業所数 従業者数 年間商品販売額 売場面積

実数 実数（人） 実数（万円） 実数（㎡）

2,506 - 15,346 - 48,011,760 - 167,084 - 

2,281 △ 9.0 14,026 △ 8.6 39,038,690 △ 18.7 186,746 11.8 

2,194 △ 3.8 13,324 △ 5.0 34,321,545 △ 12.1 194,473 4.1 

2,008 △ 8.5 13,123 △ 1.5 31,375,408 △ 8.6 216,807 11.5 

1,813 △ 9.7 11,724 △ 10.7 27,570,743 △ 12.1 192,119 △ 11.4 

1,827 0.8 12,633 7.8 32,557,075 18.1 194,703 1.3 

1,736 △ 5.0 12,227 △ 3.2 32,220,532 △ 1.0 185,781 △ 4.6 

令和３年 1,569 △ 9.6 11,837 △ 3.2 29,562,944 △ 8.2 185,051 △ 0.4 

669 - 4,989 - 29,645,906 - - - 

558 △ 16.6 4,276 △ 14.3 22,239,614 △ 25.0 - - 

561 0.5 4,008 △ 6.3 18,475,884 △ 16.9 - - 

493 △ 12.1 3,515 △ 12.3 15,196,559 △ 17.7 - - 

474 △ 3.9 3,256 △ 7.4 14,249,827 △ 6.2 - - 

488 3.0 3,791 16.4 15,969,882 12.1 - - 

464 △ 4.9 3,516 △ 7.3 16,088,502 0.7 - - 

令和３年 435 △ 6.3 3,013 △ 14.3 13,352,712 △ 17.0 - - 

1,837 - 10,357 - 18,365,854 - 167,084 - 

1,723 △ 6.2 9,750 △ 5.9 16,799,076 △ 8.5 186,746 11.8 

1,633 △ 5.2 9,316 △ 4.5 15,845,661 △ 5.7 194,473 4.1 

1,515 △ 7.2 9,608 3.1 16,178,849 2.1 216,807 11.5 

1,339 △ 11.6 8,468 △ 11.9 13,320,916 △ 17.7 192,119 △ 11.4 

1,339 0.0 8,842 4.4 16,587,193 24.5 194,703 1.3 

1,272 △ 5.0 8,711 △ 1.5 16,132,030 △ 2.7 185,781 △ 4.6 

令和３年 1,134 △ 10.8 8,824 1.3 16,210,232 0.5 185,051 △ 0.4 

前回比（％) 前回比（％) 前回比（％) 前回比（％)

合
　
計

平成11年

14年

16年

19年

24年

26年

28年

卸
売
業

平成11年

14年

16年

19年

24年

26年

28年

小
売
業

平成11年

14年

16年

19年

24年

26年

28年
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２　事業所数

（１）産業分類別事業所数

　　産業中分類別に事業所数をみると、卸売業では「その他の卸売業」が121事業所（構成比

　27.8％）で最も多く、「飲食料品卸売業」が110事業所（同25.3％）と続き、この二つで卸売

　業全体の５割以上（53.1％）を占めている。

　　小売業では、「その他の小売業」が494事業所（構成比43.6％）で最も多く、「飲食小売

　業」が277事業所（同24.4％）と続き、この二つで小売業全体の７割弱（68.0％）を占めてい

　る。
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表２　中分類別事業所数

（単位：事業所）

中分類 令和３年
構成比（％） 前回比（％）

令和３年

合　　計 1,736 1,569 100.0 100.0 △ 9.6 

卸売業 464 435 26.7 27.7 △ 6.3 

小売業 1,272 1,134 73.3 72.3 △ 10.8 

　卸　売　業　計 464 435 100.0 100.0 △ 6.3 

4 4 0.9 0.9 0.0 

13 14 2.8 3.2 7.7 

120 110 25.9 25.3 △ 8.3 

87 84 18.8 19.3 △ 3.4 

92 101 19.8 23.2 9.8 

148 121 31.9 27.8 △ 18.2 

格付不能 ‐ 1 ‐ 0.2 ‐ 

　小　売　業　計 1,272 1,134 100.0 100.0 △ 10.8 

8 1 0.6 0.1 △ 87.5 

159 128 12.5 11.3 △ 19.5 

318 277 25.0 24.4 △ 12.9 

199 177 15.6 15.6 △ 11.1 

530 494 41.7 43.6 △ 6.8 

58 57 4.6 5.0 △ 1.7 

格付不能 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

平成28年
平成28年 ３年/28年

50 各種商品卸売業

51 繊維・衣服等卸売業

52 飲食料品卸売業

53 建築材料、鉱物・
    金属材料等卸売業

54 機械器具卸売業

55 その他の卸売業

56 各種商品小売業

57 織物・衣服・
身の回り品小売業

58 飲食料品小売業

59 機械器具小売業

60 その他の小売業

61 無店舗小売業



（２）従業者規模別事業所数

従業者規模別に事業所数みると、「従業者数１～４人以下」が866事業所と最も多く、全体

の５割以上（55.2％）を占めている。

　・卸売業　「従業者１～４人以下」が216事業所（構成比49.7％）で最も多い。

　・小売業　「従業者１～４人以下」が650事業所（同57.3％）で最も多い。
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表３　従業者規模別事業所数

（単位：事業所）

従業者規模 令和３年
構成比（％） 前回比（％）

令和３年

1,736 1,569 100.0 100.0 △ 9.6 

1,025 866 59.0 55.2 △ 15.5 

364 358 21.0 22.8 △ 1.6 

220 207 12.7 13.2 △ 5.9 

61 69 3.5 4.4 13.1 

30 31 1.7 2.0 3.3 

20 14 1.2 0.9 △ 30.0 

4 6 0.2 0.4 50.0 

出向・派遣従業者のみ 12 18 0.7 1.1 50.0 

卸　売　業　計 464 435 100.0 100.0 △ 6.3 

232 216 53.3 49.7 △ 6.9 

126 118 29.0 27.1 △ 6.3 

66 66 15.2 15.2 0.0 

20 17 4.6 3.9 △ 15.0 

8 9 1.8 2.1 12.5 

2 1 0.5 0.2 △ 50.0 

1 0 0.2 0.0 △ 100.0 

出向・派遣従業者のみ 9 8 2.1 1.8 △ 11.1 

小　売　業　計 1,272 1,134 100.0 100.0 △ 10.8 

793 650 62.3 57.3 △ 18.0 

238 240 18.7 21.2 0.8 

154 141 12.1 12.4 △ 8.4 

41 52 3.2 4.6 26.8 

22 22 1.7 1.9 0.0 

18 13 1.4 1.1 △ 27.8 

3 6 0.2 0.5 100.0 

出向・派遣従業者のみ 3 10 0.2 0.9 233.3 

平成28年
平成28年 ３年/28年

 合計(卸売業・小売業)

1～4人

5～9人

10～19人

20人～29人

30人～49人

50人～99人

100人以上

1～4人

5～9人

10～19人

20人～29人

30人～49人

50人～99人

100人以上

1～4人

5～9人

10～19人

20人～29人

30人～49人

50人～99人

100人以上



３　従業者数

（１）産業分類別従業者数

従業者数は、卸売業が3,013人で前回と比べ503人（△14.3％）減少し、小売業は8,824人

で前回と比べ113人（1.3％）増加している。

産業中分類別に従業者数をみると、卸売業では「飲食料品卸売業」が917人（構成比

30.4％）、「機械器具卸売業」が783人(同26.0％）と続き、この二つで卸売業全体の５割以

上（56.4％）を占めている。

小売業では、「その他の小売業」が3,566人（構成比40.4％）、「飲食料品小売業」が

3,034人（同34.4％）と続き、この二つで小売業全体の７割強（74.8％）を占めている。

11

表４　産業分類（中分類）別従業者数

（単位：人）

中分類 令和３年
構成比（％） 前回比（％）

令和３年

　合  　計 12,227 11,837 100.0 100.0 △ 3.2 

卸　売　業 3,516 3,013 27.8 30.0 △ 14.3 

小　売　業 8,711 8,824 72.2 70.0 1.3 

　卸　売　業　計 3,516 3,013 100.0 100.0 △ 14.3 

31 41 0.9 1.4 32.3 

46 92 1.3 3.1 100.0 

1,028 917 29.2 30.4 △ 10.8 

473 428 13.5 14.2 △ 9.5 

766 783 21.8 26.0 2.2 

1,172 750 33.3 24.9 △ 36.0 

格付不能 ‐ 2 ‐ 0.1 ‐

小　売　業　計 8,711 8,824 100.0 100.0 1.3 

360 2 4.1 0.0 △ 99.4 

647 625 7.4 7.1 △ 3.4 

2,965 3,034 34.0 34.4 2.3 

1,213 1,155 13.9 13.1 △ 4.8 

3,110 3,566 35.7 40.4 14.7 

416 442 4.8 5.0 6.3 

格付不能 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

平成28年
平成28年 ３年/28年

50 各種商品卸売業

51 繊維・衣服等卸売業

52 飲食料品卸売業

53 建築材料、鉱物・
    金属材料等卸売業

54 機械器具卸売業

55 その他の卸売業

56 各種商品小売業

57 織物・衣服・
身の回り品小売業

58 飲食料品小売業

59 機械器具小売業

60 その他の小売業

61 無店舗小売業



４　年間商品販売額

年間商品販売額は、卸売業が1,335億2,712万円で前回比273億5,790万円（17.0％）減少した

が、小売業は1,621億232万円で前回比7億8,202万円（0.5％）増加している。

産業中分類別に年間商品販売額をみると、卸売業では「その他の卸売業」が 446億4,513万円

（構成比　33.4％）、「機械器具卸売業」が327億4,482万円（同24.5％）で、この二つで卸売業

     全体の６割弱（57.9％）を占めている。

小売業では「その他の小売業」が689億9,252万円（構成比42.6％）、「飲食料品小売業」が436

億1,858万円（同26.9％）で、この二つで小売業全体の７割弱（69.5％）を占めている。
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表５　産業部類（中分類）別年間商品販売額

（単位：万円）

中分類 令和３年
構成比（％） 前回比（％）

令和３年

合　　計 32,220,532 29,562,944 100.0 100.0 △ 8.2 

卸売業 16,088,502 13,352,712 49.9 45.2 △ 17.0 

小売業 16,132,030 16,210,232 50.1 54.8 0.5 

　卸　売　業　計 16,088,502 13,352,712 100.0 100.0 △ 17.0 

230,105 241,095 1.4 1.8 4.8 

313,790 98,852 2.0 0.7 △ 68.5 

4,343,302 3,133,637 27.0 23.5 △ 27.9 

2,035,251 2,132,433 12.7 16.0 4.8 

3,439,524 3,274,482 21.4 24.5 △ 4.8 

5,726,530 4,464,513 35.6 33.4 △ 22.0 

格付不能 ‐ 7,700 ‐ 0.1 ‐ 

　小　売　業　計 16,132,030 16,210,232 100.0 100.0 0.5 

856,225 537 5.3 0.0 △ 99.9 

761,243 682,273 4.7 4.2 △ 10.4 

4,485,356 4,361,858 27.8 26.9 △ 2.8 

3,162,104 2,986,087 19.6 18.4 △ 5.6 

6,105,951 6,899,252 37.8 42.6 13.0 

761,151 1,280,225 4.7 7.9 68.2 

格付不能 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

平成28年
平成28年 ３年/28年

50 各種商品卸売業

51 繊維・衣服等卸売業

52 飲食料品卸売業

53 建築材料、鉱物・
    金属材料等卸売業

54 機械器具卸売業

55 その他の卸売業

56 各種商品小売業

57 織物・衣服・
身の回り品小売業

58 飲食料品小売業

59 機械器具小売業

60 その他の小売業

61 無店舗小売業



５　売場面積（小売業のみ）

売場面積は、185,051㎡で前回比730㎡（△0.4％）減少している。産業中分類別にみると、「そ

の他の小売業」が95.196㎡（構成比51.4％）で最も多く、「飲食料品小売業」が48,408㎡（同

26.2％）と続き、この二つで全体の８割弱（77.6％）を占めている。また、１事業所あたり売場

面積は186.9㎡で、前回比17.4㎡増加している
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表６　産業分類（中分類）別売場面積

（単位：㎡）

中分類 令和３年
構成比（％） 前回比（％）

令和３年

　小　売　業　計 185,781 185,051 100.0 100.0 △ 0.4 

19,827 25 10.7 0.0 △ 99.9 

20,576 21,326 11.1 11.5 3.6 

41,723 48,408 22.5 26.2 16.0 

20,157 20,096 10.8 10.9 △ 0.3 

83,498 95,196 44.9 51.4 14.0 

- - - - - 

格付不能 - - - - - 

平成28年
平成28年 ３年/28年

56 各種商品小売業

57 織物・衣服・
身の回り品小売業

58 飲食料品小売業

59 機械器具小売業

60 その他の小売業

61 無店舗小売業

表７　産業分類（中分類）別１事業所当たり売場面積

（単位：㎡）

中分類
令和３年

事業所数 売場面積 事業所数 売場面積

　小　売　業　計 1,096 185,781 170 990 185,051 187

8 19,827 2,478 1 25 25

130 20,576 158 117 21,326 182

276 41,723 151 245 48,408 198

165 20,157 122 142 20,096 142

467 83,498 179 433 95,196 220

50 - - 52 0 - 

格付不能 - - - - - - 

※本表の事業所数は、利用上の注意、概要（２）に該当する事業所数である。

平成28年

１事業所当たり
売場面積

１事業所当たり
売場面積

56 各種商品小売業

57 織物・衣服・
身の回り品小売業

58 飲食料品小売業

59 機械器具小売業

60 その他の小売業

61 無店舗小売業



６　旧市町村別

（１）卸売業

   卸売業を旧市町村別にみると、事業所数、従業者数ともに旧会津若松市が、それぞれ 412事

      業所（構成比 94.7％）、2,855人（同 94.8％）であり９割以上を占めている。

（２）小売業

   小売業を旧市町村別にみると、事業所数、従業者数ともに旧会津若松市が、それぞれ　

　1,044事業所（構成比 92.1％）、8,322人（同 94.3％）と９割以上を占めている。

14

表９　卸売業地域別事業所数、従業者数

令和３年 前回比（％）

事業所数 事業所数
構成比（％）

事業所数 従業者数

卸　売　業　計 464 3,516 435 3,013 100.0 100.0 △ 6.3 △ 14.3 

旧会津若松市 438 3,357 412 2,855 94.7 94.8 △ 5.9 △ 15.0 

旧北会津村 18 78 14 75 3.2 2.5 △ 22.2 △ 3.8 

旧河東町 8 81 9 83 2.1 2.8 12.5 2.5 

平成28年

従業者数
（人）

従業者数
（人） 事業所

数
従業者
数

表１０　小売業地域別事業所数、従業者数

令和３年 前回比（％）

事業所数 事業所数
構成比（％）

事業所数 従業者数

小　売　業　計 1,272 8,711 1,134 8,824 100.0 100.0 △ 10.8 1.3 

旧会津若松市 1,173 8,159 1,044 8,322 92.1 94.3 △ 11.0 2.0 

旧北会津村 34 223 33 234 2.9 2.7 △ 2.9 4.9 

旧河東町 65 329 57 268 5.0 3.0 △ 12.3 △ 18.5 

平成28年

従業者数
（人）

従業者数
（人） 事業所

数
従業者
数



７　県内他市の状況

  県全体から会津若松市をみると、卸売業では事業所数 9.4％、従業者数 8.5％、年間商品販売 

額が 5.5％を占めている。小売業では事業所数が 7.3％、従業者数が 8.0％、年間商品販売額が

7.7％、売場面積が 7.6％を占めている。
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表１１　県内市別卸売・小売業別事業所数、従業者数、年間商品販売額、売場面積

実数 構成比（％）

事業所数 従業者数 年間商品販売額 売場面積
事業所数 従業者数 売場面積

（人） （百万円） （㎡）

福島県 3,811 30,794 238,895,996 - 100.0 100.0 100.0 - 

会津若松市 360 2,630 13,025,691 - 9.4 8.5 5.5 - 

福島市 577 5,094 45,833,234 - 15.1 16.5 19.2 - 

郡山市 1,089 10,737 97,638,684 - 28.6 34.9 40.9 - 

いわき市 628 5,017 43,089,295 - 16.5 16.3 18.0 - 

白河市 115 818 4,394,774 - 3.0 2.7 1.8 - 

須賀川市 142 856 4,445,786 - 3.7 2.8 1.9 - 

喜多方市 64 312 1,272,418 - 1.7 1.0 0.5 - 

相馬市 54 337 2,686,714 - 1.4 1.1 1.1 - 

二本松市 77 463 3,561,998 - 2.0 1.5 1.5 - 

田村市 39 295 1,662,695 - 1.0 1.0 0.7 - 

南相馬市 114 843 3,996,035 - 3.0 2.7 1.7 - 

伊達市 73 443 1,599,181 - 1.9 1.4 0.7 - 

本宮市 76 816 7,209,136 - 2.0 2.6 3.0 - 

福島県 13,526 100,250 203,480,857 2,428,212 100.0 100.0 100.0 100.0 

会津若松市 990 7,976 15,708,200 185,051 7.3 8.0 7.7 7.6 

福島市 1,942 16,407 32,689,626 387,956 14.4 16.4 16.1 16.0 

郡山市 2,003 18,257 42,498,270 469,117 14.8 18.2 20.9 19.3 

いわき市 2,333 18,688 37,934,045 411,891 17.2 18.6 18.6 17.0 

白河市 461 3,392 7,016,555 111,491 3.4 3.4 3.4 4.6 

須賀川市 514 3,859 8,711,187 96,185 3.8 3.8 4.3 4.0 

喜多方市 425 2,244 4,247,482 62,274 3.1 2.2 2.1 2.6 

相馬市 305 2,131 4,211,935 61,775 2.3 2.1 2.1 2.5 

二本松市 429 2,652 4,433,793 67,363 3.2 2.6 2.2 2.8 

田村市 336 1,835 3,039,904 42,914 2.5 1.8 3.4 1.8 

南相馬市 442 3,108 7,355,980 86,550 3.3 3.1 4.3 3.6 

伊達市 449 2,864 4,453,985 58,510 3.3 2.9 2.2 2.4 

本宮市 208 1,667 4,869,133 34,890 1.5 1.7 2.4 1.4 

※本表は、利用上の注意、概要（２）に該当する事業所を集計した数値である。

年間商品販
売額

卸
売
業

小
売
業
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第５ 　統計表

 　　　第１表　卸売業・小売業別推移 　・・・・・・・・・・・・・・・・・　１８

　　　第２表　産業分類（中分類）別統括表　 ・・・・・・・・・・・・・・　２０

　　　第３表　産業分類（中分類）別従業者内訳 　・・・・・・・・・・・・　２２

　　　第４表　産業分類（小分類）別統括表 　・・・・・・・・・・・・・・　２３

 　　　

　　

（注意）「第４表 産業分類（小分類）別総括表」

　　

第４表は、産業大分類「Ⅰ－卸売業、小売業」に格付けされた事業所のうち、以下の全てに該

当する事業所（集計対象事業所）について集計した。

 ① 管理、補助的経済活動のみを行う事業所ではないこと。

 ② 「事業別売上（収入）金額」の「卸売の商品販売額（代理・仲立手数料を含む）」

　 及び「小売の商品販売額」を合算したものに金額があり、かつ産業細分類の格付けに

　 必要な事項の数値が得られた事業所であること。

  

このため、第４表と第１～第３表及び第５表における事業所数、従業者数、年間商品販売額は

一致しない。なお、売場面積については、当該調査項目の数値が得られた事業所が同じであるこ

とから、同値となっている。 
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合計（卸売業＋小売業）

実施年 事業所数 従業者数 年間商品販売額

（人） （万円）

会津若松市

2,506 15,346 48,011,760 

2,281 14,026 39,038,690 

2,194 13,324 34,321,545 

2,008 13,123 31,375,408 

1,813 11,724 27,570,743 

1,827 12,633 32,557,075 

1,736 12,227 32,220,532 

令和３年（６月１日） 1,569 11,837 29,562,944 

旧会津若松市

2,313 14,615 46,340,470 

2,094 13,232 36,918,008 

2,026 12,673 32,811,813 

1,853 12,450 29,786,430 

1,688 11,088 25,514,485 

1,698 11,823 30,990,734 

1,611 11,516 30,023,190 

令和３年（６月１日） 1,456 11,177 27,838,665 

旧北会津村

78 282 874,640 

80 406 1,003,561 

70 229 617,782 

61 219 636,961 

56 236 493,550 

57 348 666,578 

52 301 1,059,729 

令和３年 64 250 703,361 

旧河東町

115 449 796,650 

107 388 1,117,121 

98 422 891,950 

94 454 952,017 

69 400 1,562,708 

72 462 899,763 

73 410 1,137,613 

令和３年（６月１日） 94 454 1,020,918 

第1表　卸売業・小売業別推移

平成11年（７月１日）

14年（６月１日）

16年（６月１日）

19年（６月１日）

24年（２月１日）

26年（７月１日）

28年（６月１日）

平成11年（７月１日）

14年（６月１日）

16年（６月１日）

19年（６月１日）

24年（２月１日）

26年（７月１日）

28年（６月１日）

平成11年（7月1日）

14年（6月1日）

16年（6月1日）

１9年（6月1日）

24年（2月1日）

26年（7月1日）

28年（6月1日）

平成11年（７月１日）

14年（６月１日）

16年（６月１日）

19年（６月１日）

24年（２月１日）

26年（７月１日）

28年（６月１日）
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　卸　売　業 小　売　業

事業所数 従業者数 年間商品販売額 売場面積 事業所数 従業者数 年間商品販売額 売場面積 実施年

（人） （万円） （㎡） （人） （万円） （㎡）

会津若松市

669 4,989 29,645,906 - 1,837 10,357 18,365,854 167,084 

558 4,276 22,239,614 - 1,723 9,750 16,799,076 186,746 

561 4,008 18,475,884 - 1,633 9,316 15,845,661 194,473 

493 3,515 15,196,559 - 1,515 9,608 16,178,849 216,807 

474 3,256 14,249,827 - 1,339 8,468 13,320,916 192,119 

488 3,791 15,969,882 - 1,339 8,842 16,587,193 194,703 

464 3,516 16,088,502 - 1,272 8,711 16,132,030 185,781 

435 3,013 13,352,712 - 1,134 8,824 16,210,232 185,051 令和３年

旧会津若松市

640 4,792 28,701,637 - 1,673 9,823 17,638,833 161,338 

530 4,018 20,891,886 - 1,564 9,214 16,026,122 179,226 

533 3,814 17,555,772 - 1,493 8,859 15,256,041 188,361 

470 3,342 14,518,857 - 1,383 9,108 15,267,573 210,005 

449 3,110 12,794,691 - 1,239 7,978 12,719,794 185,419 

461 3,547 15,272,648 - 1,237 8,276 15,718,086 186,136 

438 3,357 14,794,308 - 1,173 8,159 15,228,882 180,863 

412 2,855 12,476,157 - 1,044 8,322 15,362,508 178,367 令和３年

旧北会津村

19 125 615,127 - 59 157 259,513 1,663 

19 168 681,467 - 61 238 322,094 2,409 

19 89 408,235 - 51 140 209,547 1,474 

11 44 181,468 - 50 175 455,493 1,350 

17 73 243,586 - 39 163 249,964 1,451 

19 119 311,605 - 38 229 354,973 1,639 

18 78 643,661 - 34 223 416,068 740 

14 75 334,396 - 50 175 368,965 1,912

旧河東町

10 72 329,142 - 105 377 467,508 4,083 

9 90 666,261 - 98 298 450,860 5,111 

9 105 511,877 - 89 317 380,073 4,638 

12 129 496,234 - 82 325 455,783 5,452 

8 73 1,211,550 - 61 327 351,158 5,249 

8 125 385,629 - 64 337 514,134 6,928 

8 81 650,533 - 65 329 487,080 4,178 

12 129 542,159 - 82 325 478,759 4,772 令和３年

11年

14年

16年

１9年

24年

26年

28年

11年

14年

16年

１9年

24年

26年

28年

11年

14年

16年

１9年

24年

26年

28年

11年

14年

16年

１9年

24年

26年

28年
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第２表　産業分類（中分類）別統括表

従業者規模別事業所数

計

1,569 864 359 208 70 31 14 6 17

　卸　売　業　計 435 214 119 67 18 9 1 0 7

4 - 1 3 - - - - -

14 10 2 1 - 1 - - -

110 44 34 22 6 4 - - -

84 42 30 9 1 - - - 2

101 44 29 17 8 2 - - 1

121 73 23 15 3 2 1 - 4

格付不能 1 1 - - - - - - -

　小　売　業　計 1,134 650 240 141 52 22 13 6 10

1 1 - - - - - - -

128 97 25 5 - - - 1 -

277 127 53 60 18 3 12 1 3

177 111 30 21 8 5 1 - 1

494 272 128 54 20 12 - 4 4

57 32 11 4 7 2 - - 1

1～
4人

5～
9人

10～
19人

20～
29人

30～
49人

50～
99人

100人
以上

出向・派遣
従業者のみ

合計(卸売業・小売業)

50 各種商品卸売業

51 繊維・衣服等卸売業

52 飲食料品卸売業

53 建築材料、鉱物・
  金属材料等卸売業

54 機械器具卸売業

55 その他の卸売業

56 各種商品小売業

57 織物・衣服・
身の回り品小売業

58 飲食料品小売業

59 機械器具小売業

60 その他の小売業

61 無店舗小売業

1) 男女別の不詳を含む。
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年間商品販売額 売場面積

男 女 （万円） （㎡）

11,837 5,389 5,723 13,345,012 185,051 合計

3,013 1,744 1,035 13,345,012 - 卸売

41 31 10 241,095 - 50

92 36 51 98,852 - 51

917 490 354 3,133,637 - 52

428 255 113 2,132,433 - 53

783 528 196 3,274,482 - 54

750 404 310 4,464,513 - 55

2 0 1 X -

8,824 3,645 4,688 16,209,695 185,051 小売

2 1 1 X 25 56

625 307 304 682,273 21,326 57

3,034 855 2,084 4,361,858 48,408 58

1,155 680 339 2,986,087 20,096 59

3,566 1,571 1,771 6,899,252 95,196 60

442 231 189 1,280,225 - 61

従業者数
（人）

計 1）
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第３表　産業分類（中分類）別従業者内訳
個人業主 無給の家族従業者 有給役員 常用雇用者 臨時雇用者

計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女

405 314 91 150 23 127 950 594 356 10,152 4,458 5,149 114 59 55

　卸　売　業　計 33 29 4 13 0 13 400 275 125 2,510 1,440 893 38 24 14

- - - - - - - - - 41 31 10 - - -

3 3 0 1 0 1 6 3 3 79 30 47 1 - 1

10 9 1 5 0 5 129 94 35 761 387 313 22 13 9

2 2 0 2 0 2 75 48 27 329 205 84 5 4 1

2 2 0 1 0 1 74 50 24 697 476 171 6 4 2

16 13 3 4 0 4 116 80 36 603 311 267 4 3 1

格付不能 - - - - - - - - - 1 - 1 - - -

　小　売　業　計 372 285 87 137 23 114 550 319 231 7,642 3,018 4,256 76 35 41

- - - - - - 2 1 1 0 - - - - -

44 28 16 15 3 12 37 15 22 519 261 254 8 - 8

112 83 29 52 8 44 142 70 72 2,703 694 1,939 11 6 5

60 59 1 15 2 13 73 50 23 971 569 302 7 6 1

142 107 35 51 10 41 250 161 89 3,072 1,293 1,606 50 23 27

14 8 6 4 0 4 46 22 24 377 201 155 - - -

合計(卸売業・小売業)

50 各種商品卸売業

51 繊維・衣服等卸売業

52 飲食料品卸売業

53 建築材料、鉱物・
  金属材料等卸売業

54 機械器具卸売業

55 その他の卸売業

56 各種商品小売業

57 織物・衣服・
身の回り品小売業

58 飲食料品小売業

59 機械器具小売業

60 その他の小売業

61 無店舗小売業

注) 男女別の不詳を含む。
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第４表　産業分類（小分類）別統括表

産　　業　　分　　類
事業所数 従業者数 年間商品販売額 売場面積

（人） （万円） （㎡）

合　計　（卸売業・小売業） 1,350 10,606 28,668,564 185,051 

卸　売　業　計 360 2,630 12,960,901  - 

５０　各種商品卸売業 4 41 241,095 - 

５０１ 各種商品卸売業 4 41 241,095  - 

５１　繊維・衣服等卸売業 9 81 91,934  - 

５１１  -  -  -  - 

５１２ 衣服卸売業 3 19 42,050  - 

５１３ 身の回り品卸売業 6 62 49,884  - 

５２　飲食料品卸売業 95 800 3,080,929  - 

５２１ 農畜産物・水産物卸売業 40 335 1,462,900  - 

５２２ 食料・飲料卸売業 55 465 1,618,029  - 

５３　建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 64 336 1,915,364  - 

５３１ 建築材料卸売業 30 135 706,919  - 

５３２ 化学製品卸売業 13 65 347,628  - 

５３３ 石油・鉱物卸売業 6 27 381,496  - 

５３４ 鉄鋼製品卸売業 5 25 318,540  - 

５３５ 非鉄金属卸売業 1 9 X  - 

５３６ 再生資源卸売業 9 75 160,781  - 

５４　機械器具卸売業 83 683 3,242,009  - 

５４１ 産業機械器具卸売業 30 178 885,843  - 

５４２ 自動車卸売業 28 337 1,312,009  - 

５４３ 電気機械器具卸売業 14 86 335,126  - 

５４９ その他の機械器具卸売業 11 82 709,031  - 

５５　その他の卸売業 105 689 4,389,570  - 

５５１ 家具・建具・じゅう器等卸売業 35 238 425,221  - 

５５２ 医薬品・化粧品等卸売業 19 156 2,182,695  - 

５５３ 紙・紙製品卸売業 8 53 257,688  - 

５５９ 他に分類されない卸売業 43 242 1,523,966  - 

繊維品卸売業　　　　　　　　　　　　
　　（衣服，身の回り品を除く）
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